
（お知らせ）
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沖 縄 防 衛 局

ホテル・ホテル訓練区域の水面域の使用に係る制限の一部解除について

ホテル・ホテル訓練区域の一部における使用制限の一部解除について、本年

３月２０日の日米合同委員会合意を実施するため、日米間で現地実施協定の作

成に向けた協議を行った結果、本日、在日米海軍と沖縄防衛局との間で、当該

現地実施協定に係る了解覚書を締結しましたので、お知らせします。

添付資料：１．了解覚書概要

２．ホテル・ホテル区域訓練の一部における使用制限の一部解除に

関する日米合同委員会合意（平成２６年３月２０日）

（問い合わせ先）

沖縄防衛局 企画部 地方調整課

連 絡 調 整 室 長 伊波 勇

098-921-8181（内線225）



平成２６年７月１６日

了解覚書概要

ホテル・ ホテル訓練区域の水面域の使用に係る制限の一部解除について

１ 在日米海軍司令官及び沖縄防衛局長又は指定された代表者は、通告の方法に関連

する手続を次のとおり定めることについて同意する。

ａ 各月の通告は、従前どおり行われる。

ｂ 週ごとの訓練計画会議後、在沖米海軍は沖縄防衛局に対して、区域が合衆国

軍隊によって承認された訓練に使用されない日時を通告する。本通告は、その

週における立ち入り可能な日時を変更し、また、翌週における訓練に参加しな

い船舶が同区域へ立ち入ることができる時間帯を提供するものであるが、原則

として、変更については、沖縄防衛局への事前通告が４８時間前を下回ること

がないものとする。

ｃ 先の通告に緊急な変更が生じた場合には、在沖米海軍は、予定された米軍の

運用計画の原則として少なくとも４８時間前までに沖縄防衛局へ通告するもの

とする。

ｄ 通告の方式は、別添のとおりとする。

ｅ 在日米海軍は、訓練水域へ立ち入った訓練に参加しない船舶に緊急事態等が生

じた場合は、日本側の関係機関による救助活動等に支障が生じないよう最大限配

慮するものとする。

２ 本了解覚書は、在日米海軍司令官及び沖縄防衛局長両者又は指定された代表者の

署名を了した日（平成２６年７月１６日）から発効する。

別添：ホテル・ホテル訓練区域の演習通報について



ホテル・ホテル訓練区域の演習通報について
（週別の場合）
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ホテル・ホテル訓練区域の演習通報について
（緊急時の場合）
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ホテル・ホテル訓練区域の演習通報について
（現地米軍への漁業者の出域に係る報告）
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※ホテル・ホテル区域（水域）の使用に関する制限
開始の、少なくとも２時間前にまでに電話／Ｅメール
により報告する。
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（仮訳） 
 

 

ホテル・ホテル訓練区域の一部における使用制限の一部解除に関する 

日米合同委員会合意 

 

 

１ ホテル・ホテル訓練区域の使用条件について、その他の条件は引き続き変更せず、

次の変更を行う。 

 

ａ 通告の方法 

 

 合衆国当局は、海上保安庁が水路通報（ＮＯＴＭＡＲ）を発行できるよう、次の

各点で囲まれる水面域（別図に示すとおり。）（以下「区域」という。）が合衆国

軍隊によって承認された訓練（訓練に参加しない船舶に影響を及ぼすものに限る。）

に使用される各月の予定日時を、訓練が予定されている月の初日のおおむね１５日

前までに防衛省に通告する。上記の通告にかかわらず、合衆国当局は、週別の日程

会議の開催後、区域が合衆国軍隊によって承認された訓練に使用されないその週及

び翌週の日時を防衛省に週一回通告する。異常な状況が生じた場合には、合衆国当

局は、原則として、訓練の少なくとも４８時間前までに合衆国軍隊によって承認さ

れた訓練のための使用の通告を行う。 

  北緯２６度２３分１４秒、東経１２８度１９分５３秒 

  北緯２７度０６分１４秒、東経１２９度０９分５２秒 

  北緯２６度１９分３０秒、東経１２９度１０分００秒 

 

ｂ 使用 

 

（１） 日本国政府は、区域が合衆国軍隊によって承認された訓練に使用される予

定日時の通告を受けた場合には、合衆国軍隊によって承認された訓練に係る

通告された日時の間、全ての訓練に参加しない船舶が区域に立ち入らないよ

うにするための必要な措置をとる。 

 

（２） 日本国政府は、区域が合衆国軍隊によって承認された訓練に使用されない

日時の通告を受けた場合には、（１）漁具を船舶外に残すことを必要としな

い漁法又は延縄漁法を使用すること、及び（２）合衆国軍隊の飛行訓練に悪

影響を及ぼすおそれのある活動を行わないことを条件として次の各点で囲ま

れる水面域（別図に示すとおり。）において通過し又は漁獲を行うことがで

きることを適切な訓練に参加しない船舶に対し通告する。 

  北緯２６度２３分１４秒、東経１２８度１９分５３秒 

  北緯２６度５７分４６秒、東経１２９度００分００秒 

  北緯２６度１９分５９秒、東経１２９度００分００秒 

 

２ 在日米海軍司令官及び防衛省沖縄防衛局長又は指定された代表者は、この合意の実

施が開始される日及びこの合意に関連する手続を定める現地実施協定を作成する。こ

の合意は日本国及び合衆国のそれぞれの国内法令に従って実施される。 

 



（仮訳） 
 

３ 合衆国軍隊は、訓練に参加しない船舶にとって安全と合衆国政府によってみなされ

る飛行訓練のために水面域の上の空域を引き続き使用する。 

 

４ 日本国政府及び合衆国政府は、ホテル・ホテル訓練区域に関するその他のあり得べ

き措置について引き続き協議する。日本国政府及び合衆国政府は、この合意の効力発

生から１年以内にこの合意の実施を見直す。日本国政府及び合衆国政府は、見直しに

基づき、また、水面域における合衆国軍隊の安全及び運用上の所要並びに漁業活動の

安全を考慮して、水面域の使用に係る制限の一部解除の拡大及び漁法に係る制限の緩

和の可能性を検討する。 



北緯26度23分14秒
東経128度19分53秒 北緯26度19分59秒

東経129度00分00秒

北緯26度57分46秒
東経129度00分00秒

別図

三角形で囲まれた水面域（青色及び白色）：米側から訓練の通告が行われる水面域
青色で囲まれた水面域：使用制限の一部解除が行われる水面域

沖縄本島

北緯27度06分14秒
東経129度09分52秒

ホテル・ホテル訓練区域の一部における使用制限の一部解除

北緯26度19分30秒
東経129度10分00秒


